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消費過程の「社会化」と家計支出構造
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1.問題の所在と分析視角
およそ人間の生活とは一定の労働によって必要な積々
の使用価値物を生みだし，それを消費することによゥて，
生きた人間を生きた人間として再生産していく過程であ
るといわれている。
ところで，いうまでもなく資本主義社会における賃労
働者の生活の一つの特質は.この過程に含まれる二つの
部分.つまり使用価値の生産=労働過程とそれを消費す
る過程のうち，前者が賃労働者自身のもとから遠ざけら
れ，資本家の生産=労働過程として行われるということ
にあった。すなわち，労働力を商品として販売する以外
に生活手段をもたない賃労働者にあっては，生産=労働
過程は購買者たる資本家に引き渡さざるをえず， したが
ってその過程は労働者自身ではなくて資本家の意志と統
制の下におかれることになる。この資本家の統制の下に
おかれた個々の賃労働者の生産=労働過程は，一方で与は
同じ資本の下に集められた多数の賃労働者のそれと結合
・組織され，他方では社会的分業の発展に応じて他の資
本の下に結合された生産=労働過程との関連を深化 ・拡
大させていく中で，社会的生産=労働過程として発達し
ていく。
これに対して消費過程は， さしあたりは資本の支配の
届かない，彼自身の自由な過程として個々の賃労働者の
もとに残されている。ふつうこの残された過程のみカ句史
義の生活過程と呼ばれている。むろん，それは基本的に
は分離された生産=労働過程に従属するものであるが，
しかしその大枠の中でどのような商品をどのような組合
せでどれ位購入するか，あるいはどの位の家事労働を付
け加えるか.さらに食事や暖眠やその他の時間配分をど
のようにするかなどの.過程の内での消費生活のあり方
は，とりあえず個々の賃労働者とその世帯員の自由な意
志にまかされている。だからそれは資本の支配の下に多
数の賃労働者のそれと固く結びつけられ社会的な過程と
して発展する生産=労働過程とは対照的に，それぞれの
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賃労働者世帯が各々の家の内部で個別に営む私的消費=
生活過程としてあらわれる。いわゆる「生活研究」は，
このような私的 ・孤立的に営まれる消費過程を直接その
対象とし，その中に賞ぬく法則性を，生産=労働過程等
と関連づけながらも.主として個キの家計の内部梅造の
分析によって明らかにしようとするものであった。
ところが. 1960年代の終り頃から，こうした私的に営
まれていた賃労働者の消費過程が部分的に 「社会化」し
はじめているということが注目され始めた。この「社会
化」現象が具体的に何をさ して言われているのかについ
てはまだ論者によって様々であるが，ここではさしあた
り次の二つの傾向をさすものと捉えておこう。すなわち，
一つは，素材的な意味で生活手段が多くの世帯に共通 ・
共同のものになりつつあるという傾向であり，あとの一
つは，そうした傾向を含んだ生活手段の一部が，直接に
は個別世帯の労働力商品販売過程を媒介しないで，つま
り，個別的な労働力商品の価値という形態をとらないで
縫供される傾向である。この二つの傾向の具体的内容に
ついてはすぐ後で詳しく述べるが，前者はたとえばいわ
ゆる「社会的共同消費手段」の発展などがその一つの典
型であり，後者は，社会保隊による所得保障や 「社会的
共同消費手段」などを含んだ生活手段の公的な提供など
をその内容としている。このような傾向の発生・発展は.
当然いわれているように，従来の賃労働者の生活過程に
おける私的 ・個別的性格を部分的にではあれ弱体化させ
ることになろう。個々の消費=生活過程は，生産=労働
過程と同じく社会的な結合を深めていくことになろう。
その過程の中で，物質的な意味でも，あるいは 「必要に
応じて消費する権利を労働者に意識させずにはおかない」
という面からも，次代の全面的な共同消費のための基礎
が精築されることになろう。その意味で r社会化」の発
展はまさに「現代の資本主義にと って最大の危険」}の進
行をともなっているといえる。
しかし.このような消費過程における社会的性格の発
展は資本主義社会の内部では他方での私的性格の貫徹と
- 258ー 社会福祉学
ともにしか進行しないという点もまた重要である。ここ
では全面的な「社会化」のための基礎は提供されるが，
それ自体は実現されない。弱められるとはいえ，私的・
個別的性格はあくまで維持され r社会化」の発展はい
わばそれと合体して展開されざるをえないのである。そ
こで，この矛盾に満ちた合体は，生活過程全体に様々な
影響を与え，いくつかの新しい生活問題を生じさせずに
はおかないであろう。このような影響や問題を，先に述
べた意義とともにどう捉え，どう評価していくか，それ
が今日の生活を把握する重要な鍵として提供されている
と思う。
本稿の目的は，上に述べたような賃労働者の個別的・
私的消費=生活過程の中に部分的に現われた社会的性格
の発展が，個々の家計の中にどのような問題をもたらし
ているのかを検討することによって，今日の生活の一つ
の側面を明らかにすることである。すなわち，r社会化」
の進展が一方であくまで私的に成立している個々の家計
の中にどのような影響を持ち込み，それによって家計の
構造や機能がどのように変容させられているのかを具体
的に分析していきたい。なお r社会化」が消費生活全
体にもたらす影響やそれによって生じる問題については
すでにいくつかの見解があるが，それらとの関連で，あ
らかじめ本稿の分析視角を次の三つによって明らかにし
ておく。
1 ここでの 「社会化」が個別家計に持ち込む影響や
問題は rネ士会的共同消費手段」や社会保障の給付が慢
性的に不足させられているために生じるものではなく，
むしろそれらがたとえ十分提供されたとしても発生する
ものとして捉えている。周知のように従来の 「社会化」
の矛盾についての代表的な見解は，資本主義社会におけ
る「社会化」の発展の問題点を 「社会的共同消費手段」
や社会保障の給付水準の低さにもとめている。すなわち，
それは一方での私的消費手段に対してたえず遅れたもの
としてしか進行せず，その遅れやアンバランスによって，
生活過程は新しい貧困 ・生活苦にみまわれるというもの
であった?しかし，このような問題を認めながらも資本
主義社会における「社会化」の発展がもたらす問題の重
要性は，単にそれらが不足であるばかりでなく ，かりに
過剰なほど提供されても生ずる問題にあるとい う見解が
ある?それは r社会的共同消費手段」や社創呆降の元
本がーたん個々の賃労働者の手にわたった消費元本の資
本への転化によって形成されるため，それらが大量に提
供されればされるほど新たな利潤源泉が拡大され，それ
によって賃労働者の生活が庄追されていくというもので
ある。この見解では，生活手段そのものをめぐる社会的
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性格と私的住格の矛盾がさらにその元本をめぐる矛盾に
拡大されて捉えられていることによって r社会化Jされ
た生活手段部分の不足や過剰にかかわりのない，より構
造的な問題の指摘がなされている。本稿の視角も基本的
にはこの後者の見解と同一である。
2.また，本稿では，個別家計というレベルで問題を
把握しようとしている。 1のはじめの見解のように r社
会化」の問題を生活手段そのものの問題として把える場
合は rネ士会化」の発展は個別家計に入りきらない部分
の拡大であるかのようにかんじられる。すなわち，いわ
れているように，私的消費部分の問題は個々の私的家計
の問題であるが，社会的消費部分の多くは，それをこえ
た問題，たとえば生活環境の問題であるというように。
しかし，生活手段の元本にまでさかのぼって考えれば，
個々の家計は私的部分にかかわる収支のみならず，社会
保隊給付によってもたらされる収入や，それら 「社会化」
を推進させるための元本を形成する種今の支出部分を含
んで成立している。したがって「社会化」の発展による
私的部分と社会的部分の矛盾は，単に個別家計と全体の
生活環境との矛盾としてではなく，当然個別家計内部で
の両部分の収支関係の矛盾として，さらにはそれがひき
おこす家計の構造や機能の変化としてあらわれよう。む
しろ生活過程における私的性格と社会的性格の合体とい
う矛盾は，この個別家計の中に集約的に表現されている
といってもよいと思う。だからここでは r社会化」の
発展によって生活問題の重点が私的家計の問題から生活
環境全体の問題に移ったとは考えていない。 r社会化」
の問題を解明する際に個々の家計分析が方法としてもま
だ十分な意味をもっていると考えている。
3.さらに，本稿は1の後の見解と同ーの視角をもち
ながらも，分析の重点は「社会化」の発展による個別家
計の内部の構造や機能の変容を明らかにするところにあ
る。つまり，単に「社会化」によって新たな利潤源泉が
拡大され，そのために賃労働者家計が圧迫を うけている
というばかりでなく，その圧迫の内容を具体的，実証的
に明らかにするところにある。また，この圧迫をもたら
すものとして r社会化」された生活手段の元本の問題
だけでなく，むしろその前提として個々の家計が私的消
費手段も含めた生活手段をどのような組合せで購入する
か，その選択基準が「社会化」によってうける変化を明
確にしていくことが重要であると思う。
n.消貨過程の「社会化」の発展とは何か。
分析の}I国序として，はじめに消費過程の「社会化」の
発展そのものについて整理しておきたい。 一般に「社会
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化」論lま前述したように「社会的共同消費手段J の公的
な提供や所得{府軍の発展をその内容として展開されるこ
とが多いが.ここではもっと広<，消費生活の私的・個
別的性絡に対比されるものとしての社会的性格の発展を
次のように捉えてみたい。
1.それはまず，生活手段が広範囲の多数の世帯にと
って共通のものとなる傾向，およびそれに伴うところの
購Jl=支払過程や使用過程そのものの共同化・集団化の
傾向をきしている。
8.その第一歩はさしあたり生活手段の中に入り込
んでくる商品盆のt智大，とくに独占資本が大量生産する
商品のI管大として与えられる。そのために今日の生活手
段が特定の世帯や階層，地域に独自な性格をもちつづけ
ることがますます困難になって，全図的な，さらには全
世界的に共通する手段としての傾向を強めていることで
ある。
もともと，商品を生活手段の主要形態とする賃労働者
世帯の生活にとっても，たとえば料理，裁縫などの追加
的加工や修繕，洗I置などの自家労働部分あるいはまた，
周辺の自然環境の利用がある程度合まれていたことは周
知のとおりである。しかし今日ではそれらの部分はたえ
ず商品に泣きかえられ，ますますその範囲を小さくして
いる。また，生活手段商品の中に，かつては全〈見たこ
ともなかったような新しい商品が大量に含まれるように
なってきている。しかも，これらの生活手段商品のI聞大
1;1:，比較的狭い地械を流通する小生産者や中小資本の商
品から.全国的に，あるいは世界的に流通する大資本の
大i量生産商品にたえずとってかわられながら推進されて
きた。その結果，広範囲の地域の多数の個人や世帯は少
数の大資本によって供給される同じような生活手段商品
に依得することがますます多くなっている。どこの家庭
でも同じような加工食品が食卓に上り，アメリカでもヨ
ロー γパでも飲まれているインスタントコーヒーや清涼
飲料水を日本中の人身が飲み，同様に世界中に出まわっ
ている歯みがき剤や化粧品を使っている。これらの食料
品や日用雑貨はかつては最も自家加工に依存する度合が
大きく，また特定の小地域のみを流通する小生産者や中
小資本の商品の割合が高かった生活手段てもあった。また，
それが中古品であるにせよ割賦販売で買ったものにせよ
一通りの家庭電気製品がどこの世得にも入りこんでいる。
こうした現象はふつう大:!Jl:消費時代への突入だとか消費
パターンの画一化の進行といわれてきたが，それはとり
もなおさず今日の生活手段が特定の世帯や階層，地域の
独自性， ~.実降性から脱け出て，全国的，全世界的に共通
する生活手段に移行しつつあることを示すものに他なら
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ない。
それでは，以上のような生活手段の商品化，とくに量
産商品化による生活手段の共通化を推進させてきた要因
は何か。それはいうまでもなく，資本蓄積の次の二つの
側面である。すなわち，一方で累進的醤積にもとずく生
産の加速度的拡大によってのみ自己の存在を維持しうる
資本家はたえずその資本を地大し，生産を拡張していか
ねばならないという生産の無制限的発展の傾向と，他方
でこの傾陶が賃労働者の金生活過程に及ぼす影響である。
前者は第一に，独占資本の登場と大量生産方式の定着を
不可避なものとし，第二にその大窓生産商品を大量販売
するための販売技術の発展を必然化させる。そこでは量
産商品の販売に適合した欲望の創出があらゆる宣伝方法
によって広範囲かつ強力に行われる。これが生活手段の
商品化，とりわけ量産商品化の一つの要因となる。後者
は，①，生産の拡張に不可避な機械体系の採用とたえざ
るその更新によってもたらされる労働力の老朽化や世代
交代の早さ，労働強化，不熟練化と価値分審IJなどの不断
の進行，@，生産の集中に伴う労働者の空間的密集と自
然破壊の拡大，そして③，たえず労働者人口の一部を資
本から遊離しようとする相対的過剰人口法則とその下で
の固定化した過剰人口層の地大，として表現される資本
蓄積の影響である。これらの種々の影響はそれに対する
「補償J r反作用?としての新しい生活手段商品の大
鼠の導入の基盤を作り出す。たとえば，価値分割がもた
らす家事労働の困難を補償するものとしての家電製品や
加工食品の普及，労働強化の反作用としての娯楽・保健
分野でのさまざまな生活手段商品の拡大などである。
こうして，一方で資本の自己増殖の規綴が大きくなれ
ばなる程，したがって独占資本の支配が強力になり，そ
の大盆販売技術品、司妙になればなる程，他方でその労働
者階級への作用が広範聞かつ深刻になればなる穏， :J量産
商品化にもとずく生活手段の共通化の傾向lまI国大する。
しかし.このような生活手段の共通性の発展は，それら
が個別世帯ごとに分割され，各世帯内部に私的な生活手
段商品として取り入れられる限りでは，単に潜在的なも
のとして発展するにすぎない。共通性はいつも倒#の世
帯のm.によって陰幣される。このような生活手段の個別
世帯への分割こそ今日の賃労働者の生活過程が私的に対
立する小家族を単位とすることの一つの基礎をなすもの
であった?ただ，それらの量産商品と何らかの欠陥があ
って，広範囲のt量得にその被害が発生した時.また1去に
述べるように，この共通性を基盤として発展する共同勝
入運動の発展のような場合にだけ共通性lま顕在化するの
である。
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b.次に，以上のような録産商品化による生活字段
の共通化に加えて，個別世帯ごとに分割されず，主とし
て世帯の外で共通に用いられる生活手段の増大がもたら
す共通化の発展がみられる。この場合は共通性は潜在化
されず，明白なものとなって前面にあらわれる。
たとえば.交通施設・匂気・ガス・上下水道 ・電信電
話施設・公園・保育所 ・学校 ・病院 ・図害館 ・各種のリ
クリエーション施設や公衆浴場，さらに共同住宅などの
いわゆる「社会的共同消貸手段」と呼ばれるもののt智大
である。これらの共同消費手段は，商品として販売され
るものもあれば国や自治体のサーヴィスとして提供され
るものもある。またそれを共同で利用する範囲も小地域
の住民から国民的・世界的規綴のものまで様身である。
しかしいずれにせよ，それらは個別世帯の内部に分割し
て取り込まれることが困難であり，多くは世帯の外で他
の人々と共同で利用せざるをえない生活手段である。
ところで，このような顕在的な共同消費手段は，多か
れ少かれ資本主義社会以前の共同体社会でも存在してい
た。否.むしろそれらの社会の生活手段は一般に共同生
産と結びついた共同消費手段として存在していたといえ
るだろう。しかし今日のこれらの共同消費手段の地大は
そのような伝統的な共同消貸手段の存続・再生としてあ
るのではない。逆にそれらを磁波していった資本蓄積の
進展の中でもたらされたものである?すなわち，この場
合も先の量産商品化と問機・資本蓄積が労働者の金生活
過程から奪い去ったものへの「補償」としての社会的必
要の期大がその基礎にある。そしてこの社会的必要の僧
大の下で，個別世帯ごとに取り入れられる量産商品とは
呉って，そもそも質料的に個別世帯ごとの分割が困難で
あるか，あるいは労働=所得条件がその倒別的な取得を
許さない場合に共同消費手段という顕在的な形態での生
活手段の共通化が進行する。 "'f:校・病院・リクリエーシ
ョン胞設などは労働強度の噌大や熟練の陳腐化に対応す
る労働力保全施設であり，また交通通信手段や電気， ガ
ス，水道などの発展は都市への集中や自然環境の破填の
拡大によって不可避となる。これらは一般に巨大な施設
が必~であり. f困J)IJt世帯が分制しで取得することは困縦
である。さらに保育所や食堂， コインランドリーなどは
価値分割の進行のもとで遂行が悶維になる家事労働部分
に対応するものとして，また都市の過密な居住は共同住
宅や公衆浴場を必然化させる。これらは，質料的に分寄り
が困難であるというよりも，労働=所得条件が一戸建住
宅や術室や家政サーヴィスのflmJ)IJ的取得を許さないため
という側面が強いといえるかもしれない。事実，労働=
所得条件の劣悪なほど顕在的な共同消費手段への依存は
( 4 ) 
高まるのであって，たとえばその極端な例は，暖眠以外
の金生活過程を共同消費手段の利用によってまかなう，
いわゆる固定的過剰人口層の最下層であるドヤ住みの労
働者の生活実態の中に報告されている:)
このように，顕在的な共同消費手段も潜在的なそれの
発達と問機，資本蓄積が労働者階級から奪い去ったもの
への反作用としてあらわれ，その中に貧ぬく相対的過剰
人口法則に強化されて発達する。ただし，この顕在的な
共通化の発展ど，同じ要因のもとらされる潜在的な
それの発展との関係は固定的なものではなく部分的に
はたえず互いに置きかえられている。たとえば加工食品，
あるいはユニ ットパスなどの1量産商品化は食堂や公衆浴
場の利用を弱め，逆に家電製品の発達が電気などの共同
手段への依存を高めるという兵合にである。
C. ところで，以上のような潜在的，あるいは顕在
的な生活手段の共通化・共肉化は部分的にその勝買=支
払過程や消費過程そのものの共同化・集団化を伴ってい
る。
たとえば，共同賂入活動は生活手段商品の購入を共同
化することによって.より安価にあげようとするもので
あるが，それは多くの生活手段が個別世待や小地域の狭
溢性を脱ぎ捨てて広範囲の多数の世帯にとって共通のも
のになっていることを前提に発展したものである。
さらに生活手段の共通化は購買に先だって品質や価憾
のチェックを行う組織的運動をも発生させる。それは独
占資本の:lil;~主陶品の害IJ合の増大が，商品の品質や価格の
適正さの判断を困難にしていく傾向の中で共通の不利益
に対抗するものとして発展している。
また，他方で上述したような各世帯の側からの意識的
な購買過程の共同化とは別に，いわゆる自動振替による
支払過程の集団化の進行も著しい。とりわけ顕在的な共
同消費手段としてのガス・電気・上下水道 ・電話・共同
住宅などの使用料金の支払は今やほとんどが各々の世帯
の手をわずらわせることなしに済まされている。それら
の個身の支払過程は一括ー して集中的になされる銀行の振
替業務にとってかわられている。
この他，顕在的な共同消費手段の発達は，消費過程そ
のものの共同化・集団化をもたらしている。たとえば電
車やパス・学校・保育所・病院など，およそ世帯の外で
利用される生活手段Ii.当然その消費の全過程が他人と共
同で遂行されざるをえない。ここでは生活手段そのもの
も，その消費の全過程も集団的共同的であり，ただその
価格の支払古河圏別的に行われているにすぎない。その意
味でいえば， ~仔花的に共通イヒしている手段や，最終的消
費過程が世帯の内にとり こまれてしまう電気やガスなど
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と比べて これらの手段の利用の際に最もその共同性，
共通性が自覚されると考えられる。
2.以上の，素材的な窓昧における生活予段の共通化
.共同化の傾向が消費過程における社会的性絡の発展の
一つの内容であるとすれば，もう一つは，それらの傾向
を含んだ生活手段が直接には個別世帯の労働力商品販売
過程を媒介しないで， したがって個別的な労働力商品の
価値という形態をとらないで提供される傾向を意味して
いる。すなわち，個別世帯の労働力商品販売によって得
らる賃金ではなく， f也の何らかの貨幣給付によって生活
手段を勝人しうるか，あるいは一定の生活手段そのもの
か直後に無料またはそれに近い低廉な価格で提供される
傾向が増大していることである。
a.前者lま，たとえば公的扶助や社会保険などの所
得保障の発展である。いうまでもなく，ー震の意味で自
由な賃労働者世帯の生活手段獲得の唯一の方法は世帯'の
労働力を商品として販売することであった。この労働力
商品の版光に対して，あるいは，外観上は支出された労
働に対して支払われた貸金によって必嬰生活手段を購入
することであった。だから賃労働者世帯にあっては必要
生活手段は労働力商品の価値という形態をとってあらわ
れざるをえない。したがって各々の賃労働者世帯が自立
した円滑な生活を営むための条件は，労働力商品販売の
持続的な実現であり，それによって得られる賃金が必要
生活手段をまかなうに卜分なものであることである。必
要生活手段をまかなうに十分であるとは，第一に，先に
述べた生活手段の共通化傾向の中でI智大する必要生活手
段のtUtを，第二に，疾病や世帯人員のI目減，老令化な
ど必然的に発生する生活の起伏の中で変動する必要生活
手段の質i誌を確保するのに十分であるという窓:味を合ん
でいる。
しかし，周知のように資本蓄積の進行はそのような労
働力商品販売の持続的な実現や卜分な賃金の確保を必ず
しもどの世帯にも約束しない。むしろ逆に，ここでもよ
り高度に発達した機械体系のもたらす労働力の;急速な老
朽化や世帯交代の早さ.不熟練化の進行と価値分割の拡
大等は各#の世帯の労働力版光の実現を不安定で流動的
なものとし.とりわけ，たえず労働者人円の一部分を資
本から遊離させようとする法則はしばしば生活周期の起
伏を媒介としながら，労働力販売を実現できないかある
いは不十分な賃金と引きかえにしか実現できない世帯を
現実に数多く生みだしていく 。
このような傾向にさしあたり対処するのは個々の労働
者世帯内部の努力である。たとえば家計のやりくりや貯
金，世傍人口の縮少，就業人員の拡大等が一般に行われ
( 5 ) 
ている。だがもちろんこれらの努力は資本蓄積の作用に
対して一時的な効果をもつにすぎない。そこで，これら
の自助努力の限界の中から，まず公的扶助や共済活動に
よる所得保附が生れていく。
公的扶助は一定の所得以下の国民に対して国家財政よ
りなされる一方的な貨幣給付である。それは初めは積々
の市民権の紛l奪を，後には資産調査や生活管理を伴うも
のとはいえ，労働力衝品販売を媒介することのない， ("J 
らの拠出なしの給付である。他βで，貸労働行集聞の中
で共同の準備金を形成し，そこから扶助金を支給する白
主的な共済活動が発達する。この基金は実現された労働
力商品の価絡=貸金の一部分にすぎないが，給付はあく
まで生活上の事放に応じてなされる。つまり，労働力商
品販売に対して，あるいは形式的には支出された労働に
対して支払われた賃金の一部が 「必要に応じて再分配さ
れ」るのである。さらに，共i斉活動を国家責任によって
発展させたものとして社会保険が成立する。この崎合lま
賃労働者の拠出に資本家と国家の負担が加えられる。ま
た，これとならんで児童手当等の付加l的給付が出現する。
その財源は公的扶助と同じく国家財政であり，その支払
は単に子供の教などの一定の条件に応じてなされる。
このように，所得保障は機々な形態で発展する。しか
し，いずれの形態にあっても，その給付が個々の|並.1f}の
労働力商品販売を紅接媒介しないでなされている点が重
要である。つまり，個々の労働力商品販売に対しての，
あるいは外観上からいえば個身の支出された労働に応じ
ての支払ではなく，積ノをの必婆に応じての支払がなされ
ているということである。それは，必要生活手段の一部
が労働力商品の価値という形態を脱ぎ捨ててまとった新
しい形態である。これらの形態は，資本蓄積の進}rが一
方で賃労働者世fi?の必要生活手段をI曽大させ，他方で労
働力商品の侍統的な実現と十分な貸金の確保を不安定な
ものとすればする程より発展する契機を与えられている。
ただしこの発展1;1:，資本家の側にとっては，賃労働者の
生活過程の紛岐をより少い費用の中でより効率よく合理
的にくい止めることを可能にするものとしてのみ容認さ
れるにすぎない。その意味で，それは常に， tl労働者の
拠出分や租税負担を大きくしていこうとするカと，これ
に反対する運動との対抗関係を内にはらみつつ展開され
るといえよう。
b. f;表者，すなわち， 一定の生活手段そのものが直
銭無料，または低廉な価格で捻供される傾向も，以上の
所得保障と同線，生活手段の共通化 ・共同化の傾向の中
でt省大し.あるいはまた生活の起伏の中で変動する必要
生活手段の賀政と，労働力商品の持続的実現の不安定性
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とのギャップが生み出した必要生活手段の新しい姿態で
ある。それは，特に顕在的な共同消費手段の発展と結び
ついており，主としてそれらの公共的な供給として進展
している。たとえば，交通手段，通信路設，上下水道，
学校，保育所，病院，共同住宅などの施設及びそこでの
サーヴィスの無料または安価な提供である。この場合，
それが特に貨幣ではなく生活手段そのものの給付となる
のは次の理由によるものと考えられる。
第一に，それらの手段の共通性・共同性の明隠さであ
る。すでに述べたように，広範囲の多数の世帯にと って
生活手段が共通のものとなる傾向は，とくに各々の世帯
内に分割されず，またその消費過程そのものが共同的で
あることが少くない共同消費手段において最も顕在的で
あり，明確なものであった。このような誰の自にも明ら
かな多くの世帯にとっての共通性が，それらを直接公共
の手で提供しうる基皇室となる。
第二に，それらの手段!:I:，比較的巨大な建設費を要ー す
るものが多く，しかし反面それらを利期するu労働者の
労働=所得条件は流動的で不安定である。むしろこの不
安定であるために共同消貸手段への依存が高まっている
のであった。そこで一般にこの場面では利潤の係算がと
りにくく ，資本が参入しにくい。したがってこれらの手
段は商品として流通することが少いから，その供給が貨
幣では会く直接手段そのものになりやすいのである。だ
がもちろん.この資本の参入のしにくさは相対的なもの
である。 株式市IJ度や信用制度の発展，あるいは産業基鍛
への公共投資の噌大等がこれらの分野へも資本の参入を
容易にしている傾向も見過せない。だから，これらの公
共的な共同消費手段の提供は，先述した必要生活手段t!:
の地大や質量の変動と労働力商品販，/~実現の不安定性と
のギャップが噌大すればする程，またとくに顕在的な共
同消貸手段への必要が多くなればなる程発展する可能性
が与えられるが，その具体的な範囲は資本の商品として
の共同消費手段の発途とのかねあいで変動するだろう。
さらに，このような商品としての共同消費手段の発達
に伴って，公共的な共同消費手段の提供にいわゆる受益
者負担の原則がnかれる傾向が生れている。無料または
低廉な価格が必ずしも維持されなくなって生きているの
である。そこで，ここでも以上の傾向と，それに反対する
賃労働者の運動との鋭い対立が生れている。
I. rヰ士会イヒ」の発展と
強制された支出の増大
以上のように，消費過程における「社会化」の発展と
は，必要生活手段の素材的な面における共通化 ・共同化
( 6 ) 
の傾向と，個別的な労働力商品販売を媒介としないそれ
らの提供の発展というこつの側面から捉えられると思う。
それでは，このような発展は個々の賃労働者家計にどの
ような影響を与えるであろうか。その点については，さ
しあたって次の2つを指摘することが重要である。
，.まず r社会化」 の紫材的内等をなす生活手段の
潜筏的・顕在的な共通化・共同化の傾向が，そのような
共通の手段を中心に精成される一定の質とi誌の生活手段
の消費を社会的な水準として個々の世帯に強制するように
なることである。
周知のように，従来， (問hの世帯がどのような質の生
活手段をどれくらい消Zをするかということは，主と して
その世帯の労働=所得条件や世帯の階成，また生活曾慣
に依存しているといわれてきた。したがって，必要生活
手段の範囲とその大きさは， 極端にいえば，個#の世帯
ごとに異るが，現実には少くとも，労働=所得条件や生
活習慣をほぼ等しくする世帯集団=階層ごとに一定のも
のとして存在していることが観察され.主張されてき定。
たとえば，小規模企業の生産労働者にはそれなりの，大
企業事務労働者にはそれなりの，労働=所得条件にみあ
った「生活情造」がそれぞれ存在し，その様造ごとに一
定の必要生活手段の貨と涯が形成されている。背広や高
等教育胞設は後者にと っては必要生活手段の範囲である
が，前者にと ってはずしもそうではない。逆に後者にに
とって必要のない作業衣やカロ リーの高い食料品が前者
には必需品であるというように。つまり，必要生活手段
の質と霊についての一定の水準，あるいは標準なるもの
は.理論上いわれているように， 一つの社会的な水準と
してあるのではなく，現実には階層ごとに異った被数の
ものとして形成されている。各々の世帯がi主憲を払うの
は，もっぱらそれぞれの所属している階層内の水準をい
かに維持していくかという問題であり，その維持が長期
に図書量となった状態こそ貧困状態として意識される。い
いかえれば，各々の世幣の関心と行動は， 一つの社会的
な生活手段の水準の達成にむけられているのではなくて
それぞれの階廓に独自な労働=所得条件や生活習慣等と
うまくバランスを保つことにむけられているというので
ある。
ところで，必要生活手段の範囲と大きさについてのこ
のような指摘は少くとも次の二つの点を暗黙の前提に成
立している。すなわち，生活手段が労働=所得条件や生
活習慣の違いに応じて選択できるほど多様に提供されて
いること，および，その生活手段を各身の世帯が自由に
選択できることである。たとえば，米や肉やバターとと
もに変や魚やマーガリンが多1i1:に出まわり，ガスや電気
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の他に石油・れん炭・豆炭 ・などの光熱財が提供され，
電気洗j商機や締除機や炊飯器とならんでたらいや事事，釜
などが広〈販売されていて，各々の世帯はその労働=所
得の状態や生活習慣によって，たとえば賃金がおければ
それなりに，また安ければ安いなりに，それぞれの財を
適当に選択できるということである。これには，さらに
山や川や空地などの自然財の利用，あるいは家事労働に
よる加工修繕などが生活手段商品の不十分さを補いうる
ということがつけ加えられる。つまり，もともと人間の
生活手段の範囲と大きさは，商品を生産する時の材料と
は巽って，バターがなければマーガリンで.洗濯機がな
ければたらいを使つての手洗いでというように.ある程
度代将のきく，弾力性のある， 一定の幅をもつものであ
る。したがって， 多様な生活手段が大盆に提供され， し
かもそれを自由に選択できるかぎり，各々の世帯I;t.各々
の労働=所得条件や生活習慣に従って，なんとかやりく
りをし.つじつまをあわせて暮すことか可能なのである。
しかし.すでに示唆してきたように，生活手段の潜在
的 ・顕在的な共通化，共同化の傾向は，このような前提
条件を崩そうとしている。地域的・階層的会性絡を強く
もった小零細企業の商品に代って，独占資本の盆産商品
ゃいわゆる「社会的共同消費手段」が普及し，家事労働
や自然の利用範囲がせばめられてくるにしたがって，提
供される生活手段の多様性は薄れていく。電気 ・ガス ・
水道などの普及は安価なれん炭や薪の大1量の提供，ある
いは.弁戸水や川の利用とともには進行しない。掃除機
や炊飯総が大盆に生産されるにしたがって，流通する待
や釜の数は次第に少くなっていく。豊かに.多数になっ
たようにみえるのは.ただ消費過程に流入してくる商品
盆の多さと，いくつかの大資本間の競争の中でひんぱん
になされるデザインや機極の変更の多さにすぎない。他
方，これらの多係性の薄められた生活手段の提供に r強
制された選択」が対応する。すなわち，資本蓄積が労働
者の全生活過程から奪い去ったものへの 「補償」として
の社会的必要の増大の中で，各々の賃労働者世帯は， こ
の労働=所得条件や生活曾慣がどうあろうと，一定の生
活手段の選択を余儀なくされる。めまぐるしい技術変化
に対応していけるだけのお等教育施設の利用.激しくな
る労働強度のもたらす休養胞設や娯楽商品の購入，都市
への集中や自然環境の破壊の鉱大によって不可避となる
ガス ・電気・水道等の利用，価値分割がもたらす家事労
働の困難を補償するものとしての家電製品や加工食品，
保育所などの利用等身。もちろん，この「強制された選
択J I主厳密にいえば資本蓄積が生活過程から奪ったもの
の大きさや樋類によって宕 Fの強弱や序列をもつであろ
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う。それは一般に，より労働=所得条件の劣悪なt世帯ほ
ど強いということが指摘される。たとえば前述したよう
に，いわゆる顕在的な共同消費手段への依存の度合は低
所得層ほど大きいと考えられる。しかし，そのような若
干の強弱を含みながらも，加工食品や家電製品などの大
企業製品の一定盈の購入が一見して自由に選択されてい
るような外観をとりつつあらゆる世帯，階層の枠をこえ
て強制され.水道 ・電気・交通通信機関などの顕在的な
共同消費手段の利用はどのような世帯，階層にとっても
すでに自明のものとして与えられるという事態が進行し
ている。自由な選択は各々の世帯，階層の条件によって
それらの財を購入するかしないかという点にあるよりも，
どのメーカーのものにするか，いつ購入するかという点
にのみ残される場合がI聞大しているのである。
このように，表面上の生活手段商品量の多さと裏腹に
進行する生活手段の多様性の減少や，その自由な選択の
措IJ約が進んでいくと，もともと一定の弾力的な幅をもっ
ていた心婆生活手段の範囲と大きさが次第に固定的，硬
直的になっていき，当然各々の世帯はその所属する階層
に固有な労働=所得条件や生活習慣にみあった生活を営
むことが徐身に図維になっていく 。逆にこれまでは単に
理論的な，あるいは平均値的なものとされていた必要生
活手段の範囲と批についての社会的な水準が，共通化，
共同化された生活手段を中心に現実化され，客観的なも
のとして各々の世帯の生活を直接規制していくようにな
る。石油不足とか紙不足が一種のパニック状態を起した
のは，それらがどのような階層，世帯Fにとっても共通の
生活手段となっており，それら共通化・共同化された生
活手段を中心に織成される必要生活手段の一定の範囲と
.Iitの消貨が，社会的水準として個々の世帯に強制されて
いるからに他ならない。不況期においても価絡下務が行
われず，逆にむしろ上昇していく .いわゆるスタグフレ
ーションという現象も以上の点がその一つの基曜にある
と考えられよう。こうして，各々の世帯の必要生活手段
の範囲とその大きさは，それぞれの属する際磨に独自な
労働=所得条件や生活習慣といった枠組よりも，直後一
定の社会的な水準に規定される傾向が強くなってきてい
る。階層の枠組はむしろそのような社会的水準と階層の
労働=所得条件とのギャップの問題として注目されるこ
とになろう。すなわち，労働=所得条件が一定の社会的
ホ準を達成できないために生じる生活苦とか，そのギャ
ップを埋めようとするためになされる追加労働力の排出=
追加所得の獲得や労働条件改警のための移動，あるいは
世帯の縮少などの諸問題である。なお，これらの諸問題
については高度経済成長期のころより，消費の画一化現
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象に関連して若干の指摘がなされてきたが， しかしそれ
はいわれているように，単純に生産力の発展にともなう
労働者階級の社会的欲望水準の上昇によってひきおこさ
れたとか，あるいはデモンストレーション効果によって
ひきおこされたというものではない。あくまで資本蓄積
のもたらす一方での資本の集中，集績と，他方での労働
者階級へのその影響を基盤として進行する生活手段の共
通化によって，社会的な生活水司直か演実的なものとして
形成され，それが各身の世帯に強帝伽制1)されることによつて
ひきおこされていることを確認してお〈ことが重要である?
さて，以上の生活手段の共通化によってもたらされる
必要生活手段の社会的水準の明確化とその強制は，他方
で私的・個別的世帯をあくまでその生活の単位とする資
本主義社会では，当然個別的，私的家計における各支出
項目の強制的性絡の強まりとなって現象しょう。単に肉
体的生存のための最低必要な資自のみならず，多くの費
目に社会的強制が働く。米の支出も削れないが，交通貨，
教育費あるいはいわゆる「レジャー」支出さえも一定量
以上減らすことはできない。この「レジャー」支出につ
いてはよく自由裁量的支出の典型として扱われているが，
後にみるようにそれさえも一定の社会的強制が働くので
ある。また， t電気やガスをできるかぎり節約することは
できても全〈使わないわけにはいかないから，基本料金
にプラスされた一定額は確実に支出される。むろん，先
に述べたようにこれらの支出項目の強制度の強弱，ある
いはその序列の差異は若干存在する。しかし，いずれに
せよ，これらの強制的支出の増大によって個別家計の支
出は全体として膨脹し，自主的に裁量できる部分は次第
に縮少していくと考えられるのである。
2.だが，消費過程の社会的性格のもう一つの発展向
方は，このように膨脹し，自主性の縮少した家計支出と
所得とのギャ ップを埋める役割を果すものであった。す
なわち，社会保険のような貨幣給付か，あるいは直接顕
在的な共同消費手段などの無料または安価な提供か，い
ずれかによって，労働力商品の販売過程を媒介としない
で一定の生活手段が供給されるという内容をもつもので
あった。この側面l主上述した個別家計への社会的財源か
らの「足し」であり，この「足し」によって社会的水準
と個別家計支出とのギャップは絡少され，その強制的部
分の拡大はかなり緩和されるかのようにみえる。しかし.
資本主義社会におけるこれらの社会的財源は，すでに労
働力価値という形態を脱却した一部の生活手段をまかな
うものとして，賃金部分とは別にあらかじめ社会的総生
産物の一部を控除することによって形成されるものでは
ない。賃金をはじめ，利潤，地代等の形態でーたん個々
( 8 ) 
の家計や経営体の私的所有に帰したものを再び線今な形
で吸上げるという手続をへて形成されるものであること
が注目されねばならない。すなわち，租税，社会保障料，
各種料金等の形での個別家計や経営体からの「引き」で
ある。この場合.いずれの守|き」も，賃金，手IJ潤，地
代という異った形であれそれぞれの手中に社会的生産物
の分配を受けた平等な私的所有者という資格で，その所
得や所得源泉に応じて，あるいは一定の給付を理由に公
平に行われるという形式をとる。したがって，賃労働者
家計がすでにこのような社会的財源形成の一端を担う能
力がないという事実は隠されて，一一それゆえ労働力価
値形態をとらない生活手段の「社会化」が発展せざるを
えなかったのであるが一一利潤や地代部分と同様に一定
の負担をせざるをえないことになる。こうして，社会的
財源から賃労働者家計へのさ まざまな「足しJli賃労働
者家計からのさまざまな「引き」を基礎に行われる。個
別的な労働力商品販売を直接媒介とすることなし 「必
要に応じて」支払われるという生活過程における社会的
性格は，その形式上，個別的な各々の世帯に分割された
「労働への支払J という私的性格を媒介と して発展せざ
るをえないのである。
さで，この「引き」は当然個々の質労働者家計の中で
一定の収入に対して他の支出部分と互いに競合しあう関
係を成立させる。その場合重要なのは家計支出における
これらの「号|きJの強制約性格の圧倒的強さである。た
とえば，租税や社会保障料l主国家権力に裏づけられた強
制的徴収であり，あらゆる支出に先行して支払われなく
てはならない。それらの額は政策的に決定され.各々の
世帯はその額を値切ることもまた支払時期を引きのばす
こともできない。このような政策的な料金決定について
は，公的に提供される顕在的な共同消費手段の場合も問
機で，その強い独占的供給を背景として穂税的要素を強
くもつ傾向にあることが指摘されている?)したがって，
かりに消費過程における社会的性絡の発展が賃労働者家
計からのこれらのより強制的な 「引き」の割合を増大さ
せていくとすれば，個々の家計支出はより自由を失い，
また政策的操作をより受けやすくなるだろう。 Eで述べ
たように社会的給付の財源をめぐる労資の対抗関係の中
で，いわれているように大衆課税への傾斜ゃあるいは高
福祉高負担原則が強まるとすれば，そのような家計支出
の強制的は一層促進されることになろう。
こうして，資本主義社会における消費過程の「社会化」
は，個々の私的家計に二重の意味で強制度の強まった支
出精迭を出現させると考えられる。一方では一定の社会
的消費水準が明確になるとともに，それが各々の世帯に
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強制されることによって.多少の強弱はあれ個別家計の
各支出項目の強制的性絡が地大する。他方では，その強市1)
によって膨脹し，自主性の弱まった家計と労働=所得条
件とのギャップを緩和すベ〈登場した社会的給付・サー
ビス1;1:，つねにそれか個別家計からのより強制的な綴今
生「引き」を基礎とすることによって，むしろ個別家計
の自由裁盆部分をさらに小さくしてしまうのである。
N.家計支出における 「社会的費用」部分に
ついての具体的分析
それでは，以上指摘した二重に強制度の強まった家計
支出構造は具体的には現在どの程度のものとしてあらわ
れているのであろうか。先に述べたように，必要生活手
段の共通化・共同化の発展Jj法は一つではなく，またそ
の発展の程度もさまざまであった。社会的給付やサーピ
スの財源のための 「号|き」も徹々の形態をと っている。
したがって，これらをもともとこのような社会的性絡の
発展という視点をもっていない既存の資料から分類し，
分析するのはきわめて悶維である。しかし，ここではさ
しあたり次の点について若 Fの検討を試みておきたい。
まず，問題にするのは，①共通化・共同化した生活予段
のために支出される部分と，社会的給付・サーピスの財
源のための支出部分が家計支出の中でどの程度の大きさ
を占めているのか，②それは収入の憎減や収入締局によ
ってどのように変動するか，③また，それらの支出部分
内部の強制度の強弱.あるいは序列はどのようになって
いるかについてである。使用する資料は主として総理府
家計調査である。また，共通化・共同化した生活手段を
J獲得する費用，および社会的給付の財源として吸収され
ていく支出部分をかりに「社会的費用」とよび.その内
容を次のように定めておく 。共通ft.共同化した生活手
段を獲得する質問l主，潜在的に共通化が進行する部分に
ついては統計的に犯慢することが困難なので，ここでは
主として世帯の外で共同して利用される顕在的な共同消
費手段にかかる費用によってそれを代表させることにす
る。それは家計調査の品目分矧でいえば次のものである。
外食費(学校給食を合む)，家賃 ・間代(.t也代l立合まな
い)，水道料，電気代，ガス代，診療{I::，理容サービス
料(入浴料，理祭料，パーマネント代，セット代，他の
理容代)，交通過{J~を，教育費，聴視観覧料，負mt望。
以上の費目は，いわゆる「こずかい」として計上される
費目の中にもとりわけ多く合まれると 考え られるが，そ
れを分離・分類することができないので，ヨ~際には以下
の統計資料よりI誌が大きくなる可能性が高いことをあら
かじめ注意しておきたし、。社会的給付の財源として吸収
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されていく支出部分は，税金 ・社会保開質，および公共
施設利用にかかわる各種料金であるが，最後のものは上
の顕在的な共同消貸手段の利用の費用と重被する。
まず，はじめに上のように限定した「社会的費用」の
家計支出に占める大きさの推移から見ていこう。表 1ーお
よび図 1ーは総埋府家計調査の勤労r.世帯?について1958年
から1975年までの実支出に占める「社会的資周Jの割合
の権移を示したものである。この幼{tは，勤労者世帯に
ついて品口分類で長期的把慢ができないため， I更宣的に
用途分Iによって，外食費，水道代，ガス代，電気代，
交通通信費，教育費，負担費.税金，社会保障費で算定
している。なおこの期聞は以上の分矧で算定のできる最
も長い期間である:】さて，この表，図によれば r社会
的費用」の大きさは年々t曽大し.その実支出に占める書IJ
合も，大きな流れとしては上昇しているといえる。1958
年に19.08%だったものが， 1975年には22.09%で約3%
の噌大がある。さらにその細い推移を兄ると，多少のジ
グザグをふくみながらも，およそ次の三つの過程に分け
られると思う。第一は， 1966年頃までの急速な培大期，
第二は， 1970頃までの減少期，そ して第三はそれ以降
の再fM大}舗である。はじめの時期lま.いわゆる岩戸長気
と呼ばれるような好況期と.その後の不況j羽を含む高度
経済成長の第1.n期にほぼ該当しているが.この過程
では，まず顕在的な共同消費手段の利用および社会的給
付そのものが急速に発展し， したがって，実収入の階大
を上まわる傍いで 「社会的費用」の割合が婚大したと推
測される。また，この期の最後， 1964年から65年にかけ
ては，不況によって実収入噌加え容が低下しているが，家
計支出に占める「社会的資問」の訓合はいっそう増大し
ている点に注意したい。つまり.ここではすでに発展し
た顕在的な共同消費手段の利用を合んだ一定の生活水準
が社会的に形成され，それへの支出や.社会的給付の財
源として吸収されていく支払部分が各々の世侍に強制さ
れているため，実収入のI曽加が低下しでもその利用が給
付にかかわる費用を大幅に節約することはできず，その
ために家計支出の中での 「社会的1lJmJ の割合がさらに
大きくなったと身えられよう。逆に，このような強制は，
次の時期の好況による実収入m加l'f.の回復および，とり
わけ1968年から70年にかけてのその拡大の中では r社
会的費用」割合の相対的な減少として現われる。ただし，
この吉IJ合の減1みはせいぜい21%をおF下まわる程度で，
その後IほぴI柑大傾向に転じてしま うのである。さて，そ
の再f!'l大i閉である1970年以降は，世界的な不況の'1'で技
同でも戦後1(大といわれる不況にIl'Wnし. しかも狂乱と
いわれた物価純資が同時進行した時期lである。ここでは，
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1958 
世帯人貝(刈 4.46 
有義人員(刈 1.48 
A. ~収入" 34，“3 
社会保障給付 328 
B.実支出"30，638 
a. il曹支出 27，799 
l 外査費 737 
2.水道料 128 
3.電気'IfA代 667 
4回交通過信費 ω2 
5.敏育費 748 
6.負姐費 229 
7. 1 -6小計 3，11 
8. 7"l Bx 1~ 10.15 
b. ~ド消費支出 2，839 
9.所 得税 1.184 
10.その他の悦 623 
1. 9 -10小計 1，807 
12.社全保障費 927 
13.11-12小計 2，734 
14.13/BXIぽ絢 8.92 
15. 7 + 13 5，845 
16. 15/Bx以粉 19.08 
表一 1 r社会的費用Jの推移(人口 5万以上都市 ・勤労者世僻)
1959 19ω 1961 1962 1963 19ω 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 
4.41 4.38 4.22 4.17 4.17 4.13 4.11 4.05 4.01 3.94 3.86 3.87 3.86 
l切 1.52 iω 1.49 1.53 1.53 1.53 1.54 l日 1.53 1.51 1.52 1.52 
36，873 40，関545，134 50，817 56，745 63.396 68.419 75，372 82，650 90.132 附，日315，379 127，235 
328 鎗品 295 320 371 369 399 415 印4 440 493 ω3 650 
32，126 35，2ω 38，223 43，226 48，556 53，616 57，938 63ι19 69，139 74，9ね 82.銘894，303 104，362 
29，375 32，ω3 34，896 39，336 43.927 48.324 51.859 56，515 61，918 67，402 74，7ω 84，ωa 93，745 
782 877 l∞2 1，130 1.251 1，346 1.462 1，596 1，811 2，ω7 2，433 2，758 3.060 
1ω 146 158 173 185 206 236 2ω 291 318 363 402 447 
74 鈎8 995 1，176 1，287 1，418 1，53 1，651 1，766 1，793 1，886 2，109 2，3ω 
623 677 759 861 1，055 1，189 1.323 1，610 1.733 1，943 2，224 2.570 2.875 
844 933 956 1，072 1.306 1，616 1，927 1.999 2，ω3 1，974 1，841 1，974 2.149 
217 お9 お4 302 347 371 396 448 452 467 512 お3 597 
3，340 3，7ω 4，124 4，714 5，431 6，146 6.897 7，572 8，156 8，592 9，259 10.346 1，488 
10.40 10.71 10.79 10.91 11.19 1.46 11.90 11.93 11.79 1.46 11.17 10.97 11.01 
2，751 3，187 "J.;321， 3，887 4，629 5，292 6，079 6，904 7，21 7，531 8，127 9，ω4 10，617 
1.12 1，375 1，341 1，470 1，791 2，10 2，291 2，484 2，479 2，切22，833 3，24 3.485 
592 631 675 875 1，侃31，216 1，474 1，ω8 1，722 1，784 1.766 2.559 2，535 
1，714 2，似162，016 2，345 2854 3，316 3，765 4，12 4，201 4，286 4，599 5，ω3 6，020 
969 1，15 1，239 1，452 1，674 1，865 2，228 2，685 2，916 3，162 3，421 4 037 4，455 
2，ω3 3，121 3，255 3，7宮74，529 5.181 5，鈎36，807 7，117 7，448 8，020 9，840 10，475 
8.35 8.85 8.52 8.78 9お 甘自610.34 10.73 10.29 9.94 9.68 10.43 10.04 
6，023 6，ωl 7，379 8，51 9，9ω 1，32 12，890 14，379 15，273 16，040 17，279 20，186 21，963 
18.75 19.56 19.31 19.69 20.52 21.12 22.24 22.66 22.08 21.40 20.85 21.40 21.05 
(%) ①社会的費用
20 
15 
10 
5 
②外食費+水道料+光熱費+交通過信費
+教育費+負担資
③税金+社会保隊貸
④実収入増加率 ① 
1958 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75年
1972 1973 1974 
3.84 3.84 3.81 3.80 
lω 1.50 1.49 1.46 
140.062 169.294 2ω.299 236，197 
726 74 1，18 1，443 
12，791 135.ω7 163，929 187.488 
l肌1，76319，635 145，306 166，852 
3，496 4，128 5，∞l 5.8~且
508 570 ω2 734 
2，501 2，8∞ 3，3∞ 4，294 
5，却8 3.870 4.437 5.182 
2.222 2，6“ 3.幻2 3.758 
臼3 728 1.054 1.239 
12.“8 14，762 17.626 21，035 
11.23 10.92 10.75 11.12 
12，028 15，462 18.品2~ 20，636 
4.133 5，827 5，834 5，764 
2，884 3，ωl 4，552 5，326 
7，017 9.468 10，お6 1，ωo 
4，843 5.754 7，993 9，285 
1，81泊 15，22 18，379 20，375 
10.52 11.27 11.21 10.87 
24.528 29，984 36，∞5 41，410 
21.75 22.19 21.96 22.09 
責料;総理府「家計調査J
図-1 実文o'fl に tら める社会的利用".'m{干の推給資料:総即U(.f家，f~，o.~伐(人口 5万人勤労者世';'f)
(10) 
岩田:消費過程の「社会化」と家計支出機造
はじめ不況による実収入噌加率の下落や，新たな貧困化
の進展に伴う「社会化」そのものの発展によって「社会
的貸用」の割合が再び増大したと思われるが， 1973， 74 
年には，インフレの激化によって実収入I削日率が飛躍的
にI智大したにもかかわらず r社会的資用」の割合はほ
とんど下降せず，ほぽ22%前後に閏定化して75年に移行
している点が注目される。 r社会的費用」にかかわる価
格騰貨が実収入地加率を上まわる勢いで行われたことと，
価格が大幅に騰貴しでも一定廷の共同消費手段の購入や
もちろん社会的給付のための支出をいっそう強制されて
いることのあらわれといえるだろう。このように，ごく
限定された資料による平均的な観察からも，①「社会的
費用」の家計支出による平均的は増大している。②その
増大は収入のt曽大に対しては減少 ・収入の減少に対して
はt智大というようなジグザグを含みながら行われている。
つまり，各々の世帯は収入の変動にかかわりなくある一
定抵の「社会的費用」の支出を余儀なくされている。@
しかも，収入の培大期における「社会的費用」の割合の
減少の幅は，次第に小さくなっており，家計支出におけ
る「社会的費用Jの強制的性格は徐々に増大している，
ということがまず指摘される。
次に， もう少し詳しく所得階層別の「社会的費用J の
割合とそのうちの個々の費用の郵jきを見ておきたい。勤
労者世帯について品目分類で所得五分位階級別に観察し
うる1967年から 8年間の消費支出に占める顕在的な共同
消費手段利用の費用および実支出に占める税金，社会保
障費についてみたのが表 2ー.図-2，表-3.図-3である。
表-2.図々の消貸支出に占める顕在的な共同消費手段利
用の賞用については，次の2つが注目される。第ーに，
所得の低い層ほど高い割合を示していること，第二に，
その所得の低い層における共同消費手段利用費用の割合
は年身増大し，逆に所得の比較的高い層ではその割合は
減少するというように，両者の格差が次第に顕著なもの
となってきていることである。第一の点は. 1967年， 68 
年では第I階層が最も高<，続いて第 1.II. IV， Vと
なっているが.69年以降では 1.I!， II. IV， Vという
順で，所得の低い層ほどその割合l立高くなっている。こ
れは，先に述べた実収入の地j成に対する「社会的費用J
割合の逆の傾向と同様に，これら顕在的な共同消費手段
利用のための支出の一定量が所得の高低にかかわりなく
強制されていることを示すものといえるだろう。この点
は従来たとえば水道料，光熱費については.いわゆる「社
会的固定費」として指摘されていたことであるが，たん
にそれだけにとどまらず，いわゆる「レジャー支出」と
いわれている外食費や聴視線覧料，瑳容サービス料など
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の顕在的消費手段一般の費用にもあてはまる点が重要で
ある。たとえば.外食費の割合は.1967年-69年では第
IV. V階層に比べて第 I. Il階層がやや低くてているカt
それ以降は逆に第 1. I階層が第IV. V 階層を上まわっ
ている。つまり，所得が低いから外食を しないのではな
くて，所f専が低くてもそれなりに外食せざるをえなくな
っていると考えられるのである。もちろんその外食の内
容は所得によってかなりの開きがあろう。 しかし，いわ
れているような外食率の増大が.収入の増大によって「外
食を楽しむ」世帯が増大したことに直接結びっくかどう
かは疑問であり，それは，ただ低所得層であっても外の
食堂を利用せざるをえない状況になっていることを示し
ているにすぎないであろう。また，交通資，教育費.ガ
ス代については. 1973年頃までは所得の低い層での訓合
が比較的低<，それだけ他の資自に対して強制度が弱か
ったといえる。しかし.74年以降は所得階層差が縮少し，
とくに交通費，ガス代はむしろ低い所得層でより高い割
合になっている。これらの生活手段の強制j化がより進み，
また特にその価格が低所得層の収入の噌加を大幅によえ
て増大しているためであろう。このような各資自の割合
の低所得層における増大傾向について r物離れ」の傾向
が生じ r選択的サービス支出」が増大しているという指
摘があるが!5}それは，繰返し述べているように，資本蓄
積の発展がもたらした生活手段の共通化 ・共同化による
社会的生活水準の明確化とその強制による「強制的支出J
の地大に他ならない。そうでなければ，より低い所得層
の家計においてその比重がより高くなるという点が説明
できないのではなかろうか。
なお.総理府家計調査は低所得層の把援が十分ではな
いという批判があるが，参考のため，東京都の生活調査
による七分位階層別の分析，ゎ・よび東京都，神奈川県の
失対労働者家計調査の結果を掲げておく。(褒-4 ， 5) 
前者は1974年調査であるが，やはり第 I. I階層の顕在
的な共同消費手段の割合が高"0笑支出に占める割合で
は.それぞれ. 22.21%. 21.93%.消費支出に占める割
合では23.58%，24.12%である。第VI， vn階層では実支
出に占める割合が14.96%，および14.06%.消費支出に
占める割合が17.28%.17.09%である。また，そのうち
外食費，耳患干見観覧料.埋谷サービス料，交通貨などの剣
合も光熱費と同様に所得の低い層で高い。さらに.家賃
・間代についていえば，その支出傾そのものが所得と逆
比例して培大してい る。表-2では実数を載せていない
が家計調査においても，家賃・間代の支出額は第皿階層以
下でやや多くなるのだが，この場合はいっそう明白であ
る。これは東京都という地域の特殊性もからんでいると
????
- 268ー 社会福祉学
恩われるが，一般に我国では.家賃・間代は労働=所得
条件の劣悪な層ほど 「強制された支出」の強制度が強い
といえよう。また，ここでははっきりしないが，理容サ
ービス料に含まれる入浴料がほぼ同じ傾向にあると恩わ
れる。このように，低い所得層の家計支出における顕在
的な共同消費手段費用の割合は，それらの一定量が所得
の高低を問わず強制きれていることに加えて，労働=所
得条件の悪い層ほど強〈依存せざるをえない共同消費手
段への支出によってより高められているのである。後の
失対調査においても，顕在的な共同消費手段のための支
出は，消費支出の30%を占めており，それは総理府家計
調査の労務者世帯をはるかに上まわっている。外食費等
1967年
I I m W V 
の割合も高い。ただし，この調査てがは診療代が極端に低
〈出ている。家計調査や東京都生計費調査ではむしろ他
の費目と同様低所得層ほどその割合は高くあらわれるの
で.低所得層一般の傾向とは必ずしも考えられない。ま
た調査対象数や期聞の小きさによるものとも恩われるが，
しかし、これらの世帯については失対労働者の労働=所
得条件が病院の利用を困難にさせているということはで
きるだろう。たとえば， この調査の分析に指摘されてい
るように通院することによって稼動できなくなるためで
あるザまた，一時的には売薬によって代替させるこ とも
可能であろう。この場合は，他の費目に対して相対的に
「強制度J が弱いと考えられるかもしれない。家賃や光
表一 2 所得階層別消費支出に占める「社会的費用J(税
1968年
I Il 1I W V I 
消費支出 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 
1 .外 食 費 2.70 3.16 3.20 3.;5 3.05 3.80 3.34 3.45 3.36 3.35 3.33 
(うち学校給食費) 0.56 0.55 0.53 0.49 0.30 0.50 0.46 0.52 0.48 0.30 0.42 
2.家賃・間代 4.24 4.12 3.00 2.18 1.43 4.80 4.53 2.88 2.45 1.48 5.22 
3.水 道 料 0.55 0.49 0.46 0.45 0.40 0.55 0.52 0.48 0.45 0.39 0.59 
4.電 気 代 2.38 2.09 1.94 1.81 1.58 2.27 2.00 1.84 1.67 1.51 2.18 
5 ガ ス 代 0.43 0.57 0.69 0.76 1.06 0.46 0.64 0.65 0.69 0.92 0.48 
6.診 察 代 1.87 1.80 1.54 1.36 1.17 2.13 2.04 1. 70 1.68 1.30 2.06 
7.理容サービス料 1.56 1.45 1.24 1.10 0.90 1.50 1.36 1.21 1.08 0.88 1.44 
8.交通過信費 2.35 2.54 2.65 2.86 3.22 2.53 2.58 2.76 2.88 3.14 2.55 
9.聴視観覧料 0.76 0.68 0.61 0.56 0.49 0.66 0.59 0.56 0.50 0.42 0.60 
10.教 育 費 1. 96 2.29 3.12 3.39 4.03 1.79 2.18 2.86 2.85 3.64 1.65 
11.負 ?旦 費 0.68 0.97 0.98 0.95 0.68 0.59 0.81 0.93 0.86 0.75 0.61 
1 ~ 11 言十 19.50 20.14 19.44 18.68 18.02 20.36 20.60 19.33 18.48 17.77 20.70 
1972年 1973年
Il II W V I I W V 
消費支出 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 
1 .外 食 費 3.87 4.04 4.02 3.85 3.59 3.81 4.03 3.95 3.88 3.67 4.17 
(うち学校給食費) 0.46 0.50 0.53 0.50 0.31 0.48 0.53 0.51 0.46 0.28 0.62 
2.家賃 ・間代 5.52 4.41 3.17 2.46 1.53 5.13 4.20 2.96 2.24 1.28 5.41 
3 水 道 料 0.60 0.53 0.50 0.45 0.41 0.57 0.51 0.48 0.43 0.39 0.57 
4.電 気 代 2.10 1.76 1.68 1.56 1.48 1.89 1.63 1.58 l目48 1.35 2.06 
5.ガ ス 代 0.55 0.63 0.65 0.69 0.83 0.54 0.60 0.61 0.69 0.81 0.68 
6 量~〆 祭 代 2.21 2.07 1.83 1.58 1.37 2.26 2.22 1.80 1.54 1.41 1.40 
7 理容サービス料 1.30 1.17 1.05 0.95 0.82 1.22 1.06 0.98 0.90 0.80 1.32 
8.交通過 信費 2.84 2.96 3.15 3.30 3.52 2.85 2.84 3.09 3.22 3.40 3.02 
9.聴視線覧科 0.65 0.61 0.59 0.59 0.48 0.56 0.57 0.54 0.49 0.43 0.49 
10.教 育 資 1.49 2.04 2.21 2.56 2.68 1.56 1.77 2.16 2.52 2.42 1.58 
11.負 金 0.50 0.66 0.85 0.83 0.65 0.52 0.67 0.77 0.74 0.62 0.58 
l ~ 11 Z十 21.64 20.88 19.70 18.82 16.52 20.91 20.09 18.93 18.12 16.60 21.28 
(12) 
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熱'lt.外食n.交通費などはけずれなくとも，診察代は
まだ節約しうるのである。ただし，この「自由な選択」
は，健康を犠牲にすることとひきかえに行われているの
であって.それだけ生活に弾力があるからではない。結
局{ム資本帯積が労働者の生活過程から奪い去ったもの
への術償として進んでいる共同消費手段の一定量をすら
利用できず，その中で明確になりつつある社会的生活水
餅を ~IIJ ったところでの，崎型的な，あるいは崩犠しつつ
ある生活を示していると恩われるのである。
第二の点は，顕在的な共同消費手段にかかる費用の;'IIJ
合が図-2に比るように，所得の低い層では増大傾向lを示
しているのに対して，所得の高い層では減少傾向を示し，
会・社会保障'lt1:除<)のt;lJ合(勤労者世帯守・全国)%
1969年 1970年
I 1 W v I I 1 W 
とくに1973年以降，両者の開きはきわめて大き〈なって
いる。たとえば.第 I階層では.1967年の19.50%から75
年の21.44%までほぼ右上リに推移している。第E階層も
大体同様で¥第E階層では73年頃から上向きの推移にな
っている。これに対して第W階層では一時地大していた
ものカヴ2年から下向しており，第V階層ではさらに.18.02
%から15.41%に一貫して右下りに下向し，特に73年から
74年にかけては大幅に落ちている。これは.一方で所得
の高低にかかわらず顕在的な共同消費手段の利用がます
ます強制され，その費用も増大しているカヘ他方で実収
入の増加率の階層差が拡大しているためといえるだろう。
たとえば. 1967年から75年にかけての実収入の地大は第
1971年
v I 1 W V 
100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 I∞.00 100.00 100.00 100.00 100.00 
3.60 3.65 3.65 3.42 3.61 3.68 3.75 3.58 3.49 3.45 3.72 3.89 3.59 3.38 
0.46 0.56 0.46 0.28 0.48 0.49 0.60 0.54 0.30 0.44 0.50 0.59 0.51 0.31 
4.38 3.21 2.25 1.49 5.08 4.43 3.02 2.16 1.35 4.80 4.24 3.17 2.20 I‘18 
0.53 0.48 0.44 0.42 0.56 0.51 0.47 0.44 0.39 0.57 0.54 0.49 0.44 0.38 
1.91 1.74 1.64 1.52 2.16 1.83 1. 73 1.63 1.49 2.11 1.81 1. 70 1. 61 1.47 
0.53 0.59 0.67 0.85 0.47 0.54 0.61 0.68 0.83 0.49 0.63 0.65 0.72 0.82 
2.14 1.95 1.56 1.36 2.01 1.96 1.81 1.56 1.26 2.14 2.01 1.84 1.16 1.51 
1.27 1.18 1.02 0.87 1.36 1.18 1.10 0.99 0.80 1.28 1.14 1.08 1.93 0.76 
2.70 2.74 2.90 3.29 2.50 2.84 2.79 3.00 3.52 2.76 2.58 2.88 3.16 3.31 
0.56 0.52 0.48 0.43 0.61 0.56 0.55 0.50 0.47 0.60 0.56 0.56 0.56 0.46 
2.05 2.29 2.69 2.96 1. 51 1.84 2.42 2.59 2.64 1.54 1.84 2.22 2.58 2.87 
0.79 0.87 0.92 0.70 0.54 0.71 0.83 0.81 0.67 0.56 0.74 0.82 。目19 0.67 
20.45 19.24 18.20 17.29 20.40 20.10 19.08 17.94 16.91 20.31 19.81 19.32 18.18 16.82 
1974年 1975年
資料，総理府 f家計調盆」
!I 1 W v Il 1Il W V 
100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 
4.27 4.18 3.91 3.41 4.17 4.33 4.24 4.04 3.42 
0.65 0.59 0.51 0.29 0.57 0.58 0.60 0.54 。目31
4.25 3.01 2.27 1.17 4.98 4.24 3.16 2.22 1.08 
0.48 0.45 0.39 0.29 0.63 0.52 0.47 0.40 0.30 
1.73 0.16 1.43 1.14 2.26 1.81 1.66 1. 50 1.19 
0.71 0.72 0.69 0.65 0.85 0.88 0.89 0.89 0.75 
1.65 1.61 1.56 1.47 1.39 1 1.66 1.50 0.13 1.56 
1.13 ]目05 0.94 0.94 1.36 1.19 1.07 0.95 0.72 
2.98 3.16 3.14 2.80 3.22 2.99 3.11 3.08 2.81 
0.45 0.42 0.42 0.33 0.45 0.42 0.41 0.37 0.26 
1.94 2.06 2.27 2.49 1.52 1.88 2.]8 2.23 2.61 
0.83 0.94 0.95 0.68 0.61 0.89 0.94 0.94 0.70 
20.42 19.18 17.95 15.34 21.44 20.81 19.63 17.97 15.41 
(13) 
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I 階層で約2.5倍，第E階層で約2.7倍であるが第V階層
では約3.2倍である。また特に.73年-74年の最も実収入
増加率の激しかった時には第V階層が前年の品ヲ41.2%増
大したのに対して，第 I階層では3.4%しか増大していな
い。このため，所得の比較的高い層では実収入の増大が
顕在的な共同消費手段の費用の増大を十分吸収し，その
強制による家計支出の圧迫も相対的に小さいといえる。
反対に.低い所得層では，実収入の増加が小さいのに，
それを越えて地大する顕在的な共同消費手段の一定量へ
支出しなければならないため，年々その割合が高くなら
ざるをえない。さらに，前述したような労働=所得条件
が劣悪なために特に強制される共同消費手段部分のため
の支出の増大が付加わる ことによって，消費支出の20-
30% (表ー 2，4， 5)が必ずさしひかれるに歪IJっている。
このように所得の低い層ほど顕在的な共同消費手段への
支出による家計支出への圧迫は大きくなっているのであ
る。ただ，所得の高い層についても， 1974年を境に実収
入の増大が低下しているため. 75年には若干ではあるが
顕在的に共同消費手段にかかる費用の割合が上昇してい
第 I階層
% 
20t~ハ/
O/. 第Il階層
70 
ることにも注意しておきたい。したがって，今後も収入
の増大が押えつづけられていくとすれば， これらの層に
おいても，顕:{f的な消費手段部分への支出が家計支出に
与える圧迫が強まることも十分考えられるだろ う。
実支出に占める税金，社会保障費の割合は，表-3，図
-3で見るように所得の高い層ほど大きい。 特に税金は，
その累進原則からいって当然であるが， どの年も所得の
大きくなるにつれてその割合は増大している。社会保障
費も，第m.lV階層までは所得の大きくなるにつれて高
くなっている。しかしその差は税金ほど大きくない。こ
このような傾向は，ちょうど上に述べた顕在的な共同消
手段への支出割合と逆である。だから，顕在的な共同消
費手段への支出による圧迫の相対的に弱かった高い所得
層がより大きな割合で税金，社会保障費を負担し，顕在
的な共同消費手段への支出による圧迫の大きかった低所
得層では税金，社会保障費の負担が小きいという具合に，
両者を合わせてみれば， どの層も，はぽ同じ程度の割合
を家計支出の中から「社会的費用」のためにさいていると
いってよいかもしれない。実際表-4の東京都の生計費
第II階層
% 
20 ___..-へν/メ
15+ 15十 15
'67 68 69 70 71 72 73 74 75年 '6768 69 70 71 72 73 74 75年 '6768 69 70 71 72 73 74 75年
第lV階層 ー|第V階層 資料 .総理府家計調査 (全国 ・勤労者世帯)
%1 ふ
20 
15 
20 
九、~ノ~・ ~. 
15 
'67 68 69 70 71 72 73 74 75年 も768 69 70 71 72 73 74 75年
図-2 5分位戸M辱階層耳IJ消費支出に占める「社会的費用」の;相j合の推移
(税 ・社会保障貨は除く )
(14 ) 
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調査をみると，どの所得階層も両者あわせて実支出のは
ぽ30%になっている。だが.この場合，その割合の推移
を見てい くと次の有;が注意されねばならない。すなわち.
まず税金の実支出に占める;則合は所得のょっ低u、層ほど
:急速に1:1しており， したがって所得断層差は次第に小
きくなってきている。また.社会保障費の訓合も同様に
低所得府で高まってきており. もともと僅かの差であっ
た階層庄がほとんど無くなってしまっている。たとえI!.
税金のかl令は.第 1， n. 目階層では74年を除いて一貫、
して上外している。と りわけ第 I階層のk井率li大きく.
67年に1.01%だったものが.75年に1i3.08%になってい
る。 ζの場合は74年の減少幅も小さい。ニれに対して，
第V階層では1970年Iliまでは;tm合低下し.その後上昇し
て74年に大きく減少した後再ぴヒ鼻しているが.75年に
は7.64%と67年の8.43%より下まわっている。 この結果，
所得階婦によるそのfHAの割合の差は縮少しつつある。
また.社会保障費の11J合も67年には第 Iから第Wまでそ
れぞれ3.27%.3.77%. 3.86%. 3.95%と所得階層順に
大きくなり，第V階層が3.43%と低くなっていたが， 75 
。ノ J ei 11;腎!荷
〆0
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年にはそれぞれ. 5.30%. 5.63%， 5.63%， 5.39%と次
第に所得の低い層の負担割合が明大し.第V階層では4.32
%と震も小さ くなっている。このような傾向li特に74年
から75年へかけてよ り明確になっていくが.今後もそれ
が継続するとすれば税金，社会保隊'伎の負担は，問所得
層ばかりでな く，低所得層にも重くのしかかってくると
々えられる。そうなると低所得層では，顕在的な共同消
費手段のための賞用と税金，社会保障費の両者から家計
支出が圧迫されることになるだろう。つまり， 一方で一
定の社会的生活水準の明確化による強制によって，低い
所得層の家計の顕在的な共同消費手段への支出1;IJ?-はま
すます高まっているが，それと所得の低きとのギヤソプ
を埋めるべく登場した社会的給付の財源形成のために.
実はそのような能力の最も欠探した家計自体からの，国
家権力に裏づけられた強制的な「引き」がますます大き
くなろうとしているのである.
このよ うに.所得階層別の分析からは次の I~.が指摘で
きる。①「社会的費用」の大きさは.ごく少〈見積って
も;Ii:fE的な共同消費手段部分が予均して消費支出の20%.
%1第l1I階層
社会保障n 社会保隊1Y
可768 69 70 71 72 73 74 75年 屯768 69 70 71 72 73 74 75年万768 69 70 71 72 73 74 75年
0，- 第IV陥腕/。 ιl 第 V~皆層世
/ ¥ A見合
s+ / V_. 
」ー- ・ー------ _.，- ...，' 
← ι-----一一一-/ It会{例代
5 社会保降'/y
"、‘、、〆/
・ー・._-. ・~-_#. “‘-.・--.-〆" 、~
資料:総理府家J十凋食 (全国・勤労話世帯~1 
'67 68 69 70 71 72 73 74 75.!手 '67 68 69 70 71 72 73 74 75年
図-3 5分位所得階府男Ig英文H1に，Iiめる税金・社会保附'{lめ'，1m1干の推移
(15) 
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税金，社会保障費は実支出の11-12%.両者あわせて笑
支出の約30%を占めるに到っている。②このうち顕在的
な共同消費手段への支出割合は，低所得層で大きし消
費支出の30%にも及ぶ。それは一定量の顕在的な共同消
費手段への支出が所得の高低を問わず強制きれているた
めと考えられる。この傾向は特に1973年以降強まってい
る。③顕在的な共同消費手段への支出のうち60年代では
水道料，電気代などのいわゆる「社会的問定費」部分の
強制度が強かったが，最近では外食費.ガス代，理容サ
ービス料，交通費などのいわゆる 「レジャー支出」を含
めて全体と しての強制度が強まっている。④税金，社会
保障費の支出lliJJ合は，顕在的な共同消費手段とは逆に所
得の高い層で大きいが，その上昇率は低い所得層ほど高
くなる傾向があらわれており，それらの層の負担が大き
くなりつつある。
V 強制された支出の増大がもたらすもの
一家計構造の硬直化と国家の家計への介入一
こうして，既存の統計資料による大雑把な分析からも
賃労働者の生活過程の 「社会化」の発展がその私的・個
別的家計から引き出す費用は増大し. 1975年で平均して
実支出の約30%を占めるに到っていることが明らかとな
った。 そして，それは収入の増大綱にはその割合が若干
減少し.減少期には増大するような傾向，あるいは特に
顕在的な共同消費手段への支出割合が所得の低い家計で
より大きくなっているという傾向，さらにまた税金，社
会保障費の支出割合も次第に所得階層差がノj、きく なり つ
つあるという傾向に示きれているように，あらゆる世帯
にはほ一律に強制きれているのであった。
このような強制的支出のあらゆる世帯における増大は
すでに指摘してきたよ うに，同一家計の中で個々の世帯
1 9 6 7年
I II W 
実 支 出 100.00 100.00 100.00 100.00 
1税 金 1.02 l.84 2.86 4.42 
2社会保障費 3.27 3.77 3.86 3.95 
1 十 2 4.29 5.61 6.72 8.37 
1 972年
I II W 
実 支 出 100.00 100.00 100.00 100.00 
1税 金 1.61 2.65 3.69 4.74 
2社会保障費 3.28 3.63 3.82 3.82 
l 十 2 4.89 6.28 7.51 8.55 
V 
100.00 
8.43 
3.43 
11.86 
V 
100.00 
7.62 
3."38 
11.00 
(16) 
が自由に裁量しうる余地を小きくさせる。すなわち，ま
ず平均して実支出の10%強が税金.社会保障費として徴
収され，次に消費支出の約20%が顕在的な共同消費手段
の購入にあてられ，その残りで食料や衣料や家具什器な
どの個別に分割された 「私的生活手段」が「自由」に購
入されるということになる。 しかもこの場合，先の分析
では測定していないが，分割jきれた「私的生活手段」の
中にも当然潜在的に多くの世帯に共通化した部分が士駄
しているから.それらのいくつかの購入は顕在的な共同
消費手段とともに一定の社会的水準として強制きれてい
ると考えられる。 したがって，それを加えれば，個身の
世帯が自主的に判断し，自由に選択しうる範囲はさらに
縮少されるだろう。こうした，個別家計における強制的
支出の増大=自由裁量部分の縮少は次の二つの意味で重
大である。
第一に，それは収入や必要生活手段の質・皆〉変動等
に対して個別家計があるていどもっていた弾力性をも縮
少させる結果をもたらす。すなわち，先に示唆してきた
ように.生活手段の共通化 ・共同fじに伴う社会的生活水
準の強制によって，一定の弾力的な幅をもっていた必要
生活手段の範囲が固定化 ・硬直化することを基礎とし.
さらに社会的給付・サービスのための支出の強制によ っ
て倍加されたところの家計の弾力性の縮少である。たと
えば，収入が減少した場合.一定の社会的水準として強
制される支出部分も.また国家権力を背景として強制さ
れる社会保障費や税金への支出部分はなおきら簡単に向Jj
ることはできないから，節約する部分はきわめて限られ
た範囲になる。これはすでに何度も指摘したように収入
の減少期や，低い所得層で「社会的費用」の割合が増大
していることをみても明らかである。また病気や子供の
進学など生活周期の起伏の中で各世帯が何度か遭遇する
表-3 所得階層別実支出に占める 「社
1 968年
I I I W V I 
100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 
1.14 1.81 2.84 4.30 7.37 1.16 
3.29 3.68 3.83 3.89 3.45 3.25 
4.43 5.49 6.67 8.19 10.82 4.39 
1 973年
I I I W V I 
100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 
2.40 4.03 5.32 7.20 10.69 2.14 
3.93 4.48 4.68 4.73 4.19 3.74 
6.33 8.52 10.00 11.92 14.88 5.88 
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r，事故」によって特定の生活手段の増大がせまられた時
にも.各n自の押l合を自由に組みかえて調節することが
できにくくなっている。むろんこれらのいわゆる家計の
「やりくり」は. Iでも述べたとお 1)，収入の減少や各
般の併散に対して一時的な効果しかもちえないことはい
うまでもない。それゆえ種々の社会的給付が発展したの
であった。しかし.ここでは，その社会的給付も含めた
「社会化」の発展が，一時的とはいえ.それなりに一定
の対~*をも って いた「やりくり」の幅をさらに縮少させ，
家計の低抗力を一層弱体化させているのである。その意
味で 「社会化」の発展1;1.家計情造を硬直化させていると
いってよいだろう。
もちろん. この家計の硬直化の平野立は労働=所得条件
の違いによって異なっている。Wで日月らかにしたように
それは労働=所得条件の悪い世帯はど進行している。こ
れらの世俗では顕在的な共同消費手段への支出だけで消
費支出の30%に達 し.さ らに最近では税金・社会保障授
の負担も笑支出の8%をこえていた。 より低い所得の中
からこの両者による強制的支出と潜在的な共同消費手段
の一定量への支出がさ し号|かれれば，あとに残された「自
由総量」の余地はきわめて縮少されることになろう。そ
してその残された「向尚」な部分は結局段低の肉体的生
存を維持するための私的な生活手段の購入にあてるだけ
でせい一本不であろう。 だから， ここでは 「やりく り」の
余地はすでに金〈失われているといって よい。これに対
して，労働=所得条件が良 くなると.自由に裁量できる
郡分が相対的に制大し. したがって家計の硬直性もまだ
それほど強くは現われない。これらの層では税金 ・社会
保障費の負l!!.が大きかったが，所得の高きがそれらを低
い所得層ほど大きな圧迫とさせないのである。けれども.
いうまでも主くこのような硬直性の強弱は絶対的なもの
会的質問J(械金，社会保障m の割合
196 9年 1970 .1j~ 
Il I W V Il I 
ではな、。たとえば前に述べたように.1974年以降停滞
している所得の伸びが今後も続くとすれば，高い所得層
でも硬直的傾向が顕著になるだろう。さらに.所得のお
低による階層部区分そのものが絶対的な ものではな し
例却の労働者世幣のレベルで見れli，さまざまな条件の
変動によ ってそれらの階層を移動してまわるニとになる
から，同ーの世帯が多就業化によ って比較的問い所得が
維持されている時には家計の硬直性は緩和されて必り.
逆に迫力日的所得の確保がうまくいかない時に1;.~~lカ性の
喪失した家計構造が明白にあらわれる ということがあり
うる。したがって r社会化」の発展がもた らす家計の硬
直化は. 今日の賃労働者世帯全体に賞ぬく陽造的特質であ
り，ただ特に労働=所得条件の劣悪な層はどより明確に
あらわれているといえよう。
ニのように.自主性が失われ，硬直化した家計t再選が.
他方で低い所得層にさえも一定の家電製品がいきわたり
ガス・電気代はいうまでもなく，外食費.交通費などの
「サービス支出」が増大しているという「豊かさJのそ
の中に生み出されている。これこそ，高度経済成長の頂
点にあった60年代の後半から指摘され続けている.いわ
ゆる現代の「生活不安」の一つの実体といえないだろう
か。だが， もちろんこの家計の硬翫化にもと ずく「生活
不安」 はその硬直化の程度の最も大きい低所得府にあっ
ても.収入や必要生活手段の質・量の変動を， 主として
追加的な労働力商品の販売によ って切り抜けられる隙り
では.単なる「不安」としてしか意識されない。いうま
でもなしこの追加的労働力の商品としての役人こそ，硬
直化し rやりくり Jのきかな くなった家計をかかえる貨
労働者世帯が計画することのできる唯一の手段であった。
しかし 追加的労働力商品の販売が成立しないとか.必
要生活手段の価格撹貧がいちぢるしくて，追加所得をも
(勤労者世帝 ・金問) % 
1 9 7 1 i手
W V I I W V 
100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 
1.98 2.89 4.16 6.98 1.28 2.28 3.21 4.34 6.92 1.39 2.49 3.29 4.48 7.11 
3.72 3.75 3.87 3.42 3.29 3.61 3.84 3.94 3.52 3.31 3.69 3.92 3.86 
5.70 6.65 8.02 10.41 4.57 5.89 7.06 8.28 10.45 4.70 6.18 7.21 8.35 10.5 
1 9 7 4年 197 5年
Il I W V I 1 1I W V 
100.00 I∞.00 100.00 100.00 I∞00 l∞∞ l∞00 100.00 l∞00 -、
2.88 3.69 4.91 7.07 3.08 4.11 4.83 6.14 7.64 
3.94 4.01 4.07 3.68 5.30 5.63 5.63 5.39 4.32 
6.82 7.70 9.41 10.74 8.38 9.74 10.46 11.53 11.96 資料 :総理ー府 f家31一調itJ
L._ 
(17) 
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表-5 失対労働者世帯における「を士会的費用J(税金・
社会保障貨は除<)の割合 (1973年9月) (%) 
①家計調査 ②東京失対 ③神奈川失対
消費支出 l∞.00 1∞.00 100.00 
1 .外 食 T守 3.74 4.62 3.57 
2.家賃・間代 3.60 7.02 12.08 
3.水 道 料 0.60 1.08 1.60 
4. 'il!: 気 {~ 1.93 2.53 3.16 
5 -J1 ス 代 0.49 1.91 1.42 
6.診 持長 代 2.22 0.34 。
7 .理容サービス科 1.20 2.71 1.94 
8.交通過 Cl'.fl 2.87 8.82 3.02 
9.聴視観覧料 0.70 0.68 0.58 
10.教 f '!i 2.15 1.36 0.06 
11.負 tl'! 'I!l 0.72 0.83 0.65 
1-11 ~t- 18.28 31.91 28.09 
注:Q)総理府「家3十調査J労務者世'常(人口 5万以上)
②東京都失対労働者世情
③神奈川県失対労働者i!!:幣
資料:社会保障研究会 「悪性インフレ下の低所得層の幕
しと対応J(1974年 2月)
実 数 構成比 構成比
実 支 出 116，307 100.00 
生計支出 109，542 94.18 100.00 
1 .外 食 n 4，890 4.20 4.46 
2 家賃 ・間代 8，089 6.95 7.38 
3.水 道 料 448 0.39 0.41 
4 電 気 代 1.690 1.45 1.54 
5. ガ ス 代 1，383 1.19 1.26 
6.診 要詩 料 3，181 1.88 1.99 
7.理答サービス料 1，354 1.16 1.24 
8 交通過信費 3，706 3.19 3.38 
9.教 f 資 1，083 0.93 0.99 
10 観覧・受信料 527 0.49 0.48 
1.負 fJ:! 資 476 0.41 0.43 
~ 1 E十 25，827 22.21 23.58 
笑
ってしても間にあわない，あるいはすでに同一世帯内に
追加すべき労働力をもっていない場合には，可Z安」は具
体的な 「生活破壊」となって現象する。たとえば，収入
の減少などに際しては，すでにきりつめようのない最低
の肉体的生存を維持するために残されている部分をきり
つめることがまず行われる。 「社会化」による強制l的支出
の地大傾向の中では，考えられてきたように必ずしも最
初に社会的 ・文化的部分が節約きれて最後に肉体的生存
部分と及ぶのではないのである。あるいは.それでもす
まなければ.先の例のように， 顕在的な共同消費手段の
うち，相対的に強制度の弱い費目，たとえば診療代など
が削られることになる。前のf9JJは，社会的生活水単をか
ろうじて維持してはいるが，健康が犠牲にされ，正常な
生命の維持再生産力吐方げられたアンバランスな生活であ
り.後者ではすでに社会的生活水準からの脱落が始って
いると考えられる。このような「生活破壊」祇とりわ
けインフレと不況が同時に進行した1973年以降.低所得
層を中心に顕在化しつつあることが報告されているので
ある。 171
第二に，強制l的支出の増大=自由裁量部分の紛少は，
伺別家計の中に直接国家の政策が介入する余地を大きく
させる。すなわち，先に指摘したように r社会的引用」
表-4 年間収入7分位階層)J1jr社会的
I I 
数 精成比 構成比 実 数 権成比 構成比
143，189 100.00 169，524 100.00 
130，202 90.93 100.00 154.148 90.92 100.00 
6.375 4.45 4.90 7.137 4.21 4.63 
8，066 5.63 6.19 7，460 4.40 4.84 
475 0.33 0.36 498 0.29 0.32 
1，806 1.26 1.39 1.988 0.21 1.29 
1.499 1.05 1. 15 1，635 0.96 1.06 
2，522 1. 76 1.94 2，361 1.39 1.53 
1，611 1.13 1.24 1，507 0.89 0.98 
4，706 3.29 3.61 5，165 3.05 3.35 
2，940 2.05 2.26 3，201 1.89 2.08 
590 0.41 0.45 831 0.49 0.54 
814 0.57 0.63 910 0.54 0.59 
31，404 21. 93 24.12 32，693 19.29 21.21 
12.所 得 税 1，320 1.13 
/ 
3，020 2.11 
ン
3，970 2.34 
V 13.その他の税 1，178 1.01 2，499 1. 75 3.308 1.95 12 ~ 13 lTt 2，498 2.14 5，519 3.85 7，278 4.30 14.社会保隊費 4，144 3.56 6，737 4.70 7，976 4.70 12 ~ 14 3十 6，642 5.71 12，256 8.56 11 ，254 9.00 
総 5十 32，469 27.92 43.660 30.49 47，947 28.28 
(18) 
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のt曽大は同家の政策によ ってその支出の大きさを決定さ
れる部分の精大を多〈含んでいる。租税や社会保障費，
そして公的に提供される顕在的な共同消費手段への支出
部分がそれである。また，資本の商品と しての顕在的な
共同消刊手段の中にも.いわゆる「公共料金」として議
会の承認や政府の決定.認可を受けなければその価格を
決めることができないものが少く ない回しかも，これら
税金.社会保障をt 公共料金の大きさは.ーたん決定さ
れてしまえば他切ることはできず，またその支払いを引
延すこともできない。その怠味でこれらへの支出部分は
「社会化」によって強制される支出の中でも最も強制度
の強いものなのであった。
そこで，このような支出部分の橋大は伺々の家目作〉中
に国家の政策の直接的な影響を少からず持ち込むことに
なる。たとえば，この税金，社会保障費.公共料金の大
きさはい うまでもな くその時々の経滅的・政治的事情に
よってさ まざまに変更される。むろんその主たる方向は
すでに明らかなように術大であるが，このI曽大の幅や速
度.あるいは階廊ごとのその差異はさまざまに決定され
る。またその一部はこれらの大きさをめぐる鋭い労資の
対抗;関係の中で，一時的には減少することもありうる。す
ると.こうした時々の政策の変更は.強制的支出部分自
費用」 の制令 (東京都)
(円，%) 勤労者世情
W V 
体の増大の程度をさまざまに変更させることを通じて.
個唱の家計の支出配分や，その中での自由裁量部分の大
きさに綬々の影響を及ぼすことになろう。 そしてこの影
響は，当然 「社会化」によ って強制される支出部分が地
大すればするほど大きなものと なろう 。このよ うに，n
労働者のI資質過程における社会的性絡の発展は I棋に偶
qの家計における強制的支出を地大させ，自由占~.，置の余
地を給少させるばかりでな く.それによって国家が例々
の家計を直接捕捉し，その管浬下におく可能性を増大さ
せるのである。
なお，以上の消費過程の社会的性格の増大がもたらす
家計における強制l的支出の冷大=自由裁量部分の縮少に
ついては. さらに多くの資料による実狂的倹討が必要で
ある。とりわけ.ここで測定できなかった滞在的な共同
消費手段への支出部分についての分析が不可欠であろう。
また.この家計支出における強制的支出の増大がもた ら
す家計の硬直化.および家計への国家政策の直接的介入
の影響についてのより具体的な測定も今後の課題と して
残されている。
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Summary 
The purpose of this paper is to make clear the question of socialization of consumption-process in con-
nection with each private family budget of working class. 
When 1 speak of sociali zation of consumption-process. 1 may mean following tow tendencies. 1. The means 
of subsistance which are common to a large number of families have increased. 2. Working families can 
get some means of subsistance without selling their labour-power : that is development of social security 
benifits and services. 
1t is known as one aspect of such socialization that the social combination of the consumption-proresses 
which have operated privatly and separatly springs up. But at the same time we need to know that there 
is another aspect of such socialization : that is the increase of social compulsion in each family expen-
diture. This compulsion appears through dual processes. On thc one hand. each family is compelled to 
maintain the social standard of Iiving which is made up of the means of subsistance that are common to 
numerous families. On the other hand， each family is compeled to pay taxes and social security rates， 
in return for getting social security benifits and services. As this social compulsion increase. the 
choice of each family is in fact much more distinctly curtailed. And both the quantity and the quality of 
items which go to make up a family budget is rigidly fixed， although much is consumed then before. 
In conclusion. 1 should say this is one substance of what we cal modern poverty. 
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